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労働力状態 

（1）労働力人口の推移 

労働力人口は 192,664人、完全失業者は 8,131人 

本市の 15歳以上人口の労働力状態をみると、労働力人口（就業者及び完全失業者）は、192,664人

で、前回（205,127 人）と比べ 12,463 人減少（6.1％減）し、労働力率（15 歳以上人口に占める労働

力人口の割合）は 57.0％で前回（56.1％）と比べ 1.0ポイント（注）上昇している。 

労働力人口の内訳をみると、「就業者」は 184,533人で前回（195,850人）と比べ 11,317人減少（同

5.8％減）している。「完全失業者」は 8,131人で前回（9,277人）と比べ 1,146人減少（同 12.4％減）

しており、完全失業率（※）は 4.2％で前回（4.5％）に比べ 0.3ポイント低下した。 

男女別に労働力人口をみると、男性は 100,125 人で前回（110,574 人）と比べ 10,449 人減少（同

9.4％減）、女性は 92,539人で前回（94,553人）と比べ 2,014人の減少（同 2.1％減）している。 

（注）実数で計算のうえ、小数点第 2位を四捨五入している。 

※完全失業率…労働力人口に占める完全失業者の割合。 完全失業率=
完全失業者

労働力人口
× 100 

表 28 労働力状態別男女 15歳以上人口 

 

図 25 労働力状態別男女 15歳以上人口の割合 

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

人 人 人 人 人 人 人 人 人

337,787 151,296 186,491 365,899 165,771 200,128 △ 28,112 △ 14,475 △ 13,637

192,664 100,125 92,539 205,127 110,574 94,553 △ 12,463 △ 10,449 △ 2,014

184,533 95,201 89,332 195,850 104,795 91,055 △ 11,317 △ 9,594 △ 1,723

主 に 仕 事 156,666 89,441 67,225 165,733 99,467 66,266 △ 9,067 △ 10,026 959

家 事 の ほ か 仕 事 19,240 1,579 17,661 22,402 1,409 20,993 △ 3,162 170 △ 3,332

通学のかたわら仕 3,635 1,765 1,870 3,893 1,964 1,929 △ 258 △ 199 △ 59

休 業 者 4,992 2,416 2,576 3,822 1,955 1,867 1,170 461 709

8,131 4,924 3,207 9,277 5,779 3,498 △ 1,146 △ 855 △ 291

145,123 51,171 93,952 160,772 55,197 105,575 △ 15,649 △ 4,026 △ 11,623

46,521 4,675 41,846 53,884 4,419 49,465 △ 7,363 256 △ 7,619

18,677 9,379 9,298 22,521 11,473 11,048 △ 3,844 △ 2,094 △ 1,750

79,925 37,117 42,808 84,367 39,305 45,062 △ 4,442 △ 2,188 △ 2,254

% % % % % % % % %

4.2 4.9 3.5 4.5 5.2 3.7 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.2

労働力状態
令和2年 平成27年 平成27年～令和2年

15 歳 以 上 人 口 １ ）

労 働 力 人 口

就 業 者

完 全 失 業 者

非 労 働 力 人 口

家 事

通 学

そ の 他

完 全 失 業 率

1）労働力状態「不詳」を除く。
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（2）合併地域の労働力状態 

労働力人口の割合が 4 地域で 50％を下回る 

合併地域における 15歳以上人口の労働力状態をみると、労働力人口の割合が最も高いのは旧琴海町

の 61.1％で、次いで旧長崎市の 57.5％、旧香焼町の 56.7％などとなっている。旧伊王島町、旧野母崎

町、旧三和町、旧外海町の地域では労働力人口の割合が 50％を下回っている。 

完全失業率が最も高いのは旧野母崎町の 5.6％で、次いで旧香焼町の 4.8％、旧三和町の 4.4％など

となっている。 

表 29 労働力状態別 15歳以上人口－合併地域 

図 26 労働力状態別 15歳以上人口の割合－合併地域 

 

 

 

 

 

就業者 完全失業者 就業者 完全失業者

人 人 人 人 人 % % % % % %

337,787 192,664 184,533 8,131 145,123 100.0 57.0 54.6 2.4 43.0 4.2

旧 長 崎 市 308,869 177,579 170,048 7,531 131,290 100.0 57.5 55.1 2.4 42.5 4.2

旧 香 焼 町 2,623 1,487 1,415 72 1,136 100.0 56.7 53.9 2.7 43.3 4.8

旧伊王島町 535 235 225 10 300 100.0 43.9 42.1 1.9 56.1 4.3

旧 高 島 町 233 124 123 1 109 100.0 53.2 52.8 0.4 46.8 0.8

旧野母崎町 4,249 2,022 1,908 114 2,227 100.0 47.6 44.9 2.7 52.4 5.6

旧 三 和 町 8,551 4,011 3,834 177 4,540 100.0 46.9 44.8 2.1 53.1 4.4

旧 琴 海 町 9,549 5,838 5,666 172 3,711 100.0 61.1 59.3 1.8 38.9 2.9

旧 外 海 町 3,178 1,368 1,314 54 1,810 100.0 43.0 41.3 1.7 57.0 3.9

２）四捨五入していることから、合計が100とならない場合がある。

長 崎 市

１）労働力状態「不詳」を除く。

地区

実　　数 割　合　２）

完全

失業率総数　１） 労働力

人口

非労働力

人口

総数　１） 労働力

人口

非労働力

人口
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産業別就業者の状況 

（1）産業別就業者数 

本市の就業者は「医療，福祉」が最も多い 

15歳以上就業者を産業大分類別にみると、「医療，福祉」が 35,621人（構成比 19.3％）で最も多く、

次いで「卸売業,小売業」が 29,499 人（同 16.0％）、「製造業」が 16,626 人（同 9.0％）などと 

なっている。 

前回と増減数を産業別に比べると、増加したのは「医療,福祉」が 1,381 人の増加（4.0％増）、「教

育、学習支援業」が 101人の増加（1.1％増）などとなっており、減少したのは「製造業」が 4,334人

の減少（20.7％減）、「卸売業、小売業」が 1,487人の減少（4.8％減）などとなっている。 

表 30 産業（大分類）別就業者 

 

図 27 産業（大分類）別就業者 

令和2年 平成27年 令和2年 平成27年
人 人 人 % % %

184,533 195,850 △ 11,317 △ 5.8 100.0 100.0

A 農 業 、 林 業 2,207 2,739 △ 532 △ 19.4 1.2 1.4

B 漁 業 804 919 △ 115 △ 12.5 0.4 0.5

C 鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 40 40 0 0.0 0.0 0.0

D 建 設 業 14,337 15,181 △ 844 △ 5.6 7.8 7.8

E 製 造 業 16,626 20,960 △ 4,334 △ 20.7 9.0 10.7

F 電気・ガス・熱供給・水道業 993 900 93 10.3 0.5 0.5

G 情 報 通 信 業 3,330 3,395 △ 65 △ 1.9 1.8 1.7

H 運 有 業 、 郵 便 業 8,457 8,791 △ 334 △ 3.8 4.6 4.5

I 卸 売 業 、 小 売 業 29,499 30,986 △ 1,487 △ 4.8 16.0 15.8

J 金 融 業 、 保 険 業 6,755 6,980 △ 225 △ 3.2 3.7 3.6

K 不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 3,691 3,683 8 0.2 2.0 1.9

L 学術研究、専門・技術サービス 7,302 7,979 △ 677 △ 8.5 4.0 4.1

M 宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業 12,042 13,179 △ 1,137 △ 8.6 6.5 6.7

N 生活関連サービス業、娯楽業 6,507 6,964 △ 457 △ 6.6 3.5 3.6

O 教 育 、 学 習 支 援 業 9,691 9,590 101 1.1 5.3 4.9

P 医 療 、 福 祉 35,621 34,240 1,381 4.0 19.3 17.5

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,218 1,333 △ 115 △ 8.6 0.7 0.7

R
サービス業（他に分類されない

も の ）
12,711 10,912 1,799 16.5 6.9 5.6

S
公務（他に分類されないものを

除 く ）
7,423 7,616 △ 193 △ 2.5 4.0 3.9

T 分 類 不 能 の 産 業 5,279 9,463 △ 4,184 △ 44.2 2.9 4.8

3,011 3,658 △ 647 △ 17.7 1.6 1.9

31,003 36,181 △ 5,178 △ 14.3 16.8 18.5

145,240 146,548 △ 1,308 △ 0.9 78.7 74.8

総 数

産業(大分類)
従業者数

増減数 増減率
構成比 １）

(再掲)

第 1 次 産 業 （ A ～ B ）

第 2 次 産 業 （ C ～ E ）

第 3 次 産 業 （ F ～ S ）

１）四捨五入していることから、合計が100とならない場合がある。
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男性は「卸売業、小売業」、女性は「医療，福祉」が最も多い 

男女別にみると、男性は「卸売業、小売業」が 13,271人（構成比 13.9％）で最も多く、次いで「製

造業」が 12,474人（同 13.1％）、「建設業」が 11,974人（同 12.6％）などとなっている。女性は「医

療,福祉」が 26,252人（同 29.4％）で最も多く、次いで「卸売業,小売業」が 16,228人（同 18.2％）、

「宿泊業,飲食サービス業」7,433人（同 8.3％）などとなっている。 

表 31 産業（大分類）別就業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成比 １） 構成比 １） 構成比 １）

人 % 人 % 人 %

184,533 100.0 95,201 100.0 89,332 100.0

A 農 業 、 林 業 2,207 1.2 1,388 1.5 819 0.9

B 漁 業 804 0.4 681 0.7 123 0.1

C 鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 40 0.0 29 0.0 11 0.0

D 建 設 業 14,337 7.8 11,974 12.6 2,363 2.6

E 製 造 業 16,626 9.0 12,474 13.1 4,152 4.6

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 993 0.5 824 0.9 169 0.2

G 情 報 通 信 業 3,330 1.8 2,151 2.3 1,179 1.3

H 運 輸 業 、 郵 便 業 8,457 4.6 7,331 7.7 1,126 1.3

I 卸 売 業 、 小 売 業 29,499 16.0 13,271 13.9 16,228 18.2

J 金 融 業 、 保 険 業 6,755 3.7 2,372 2.5 4,383 4.9

K 不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 3,691 2.0 2,037 2.1 1,654 1.9

L 学術研究、専門・技術サービス業 7,302 4.0 4,896 5.1 2,406 2.7

M 宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業 12,042 6.5 4,609 4.8 7,433 8.3

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 6,507 3.5 2,565 2.7 3,942 4.4

O 教 育 、 学 習 支 援 業 9,691 5.3 3,978 4.2 5,713 6.4

P 医 療 、 福 祉 35,621 19.3 9,369 9.8 26,252 29.4

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,218 0.7 794 0.8 424 0.5

R
サービス業(他に分類されないも

の )
12,711 6.9 6,791 7.1 5,920 6.6

S 公務(他に分類されるものを除く) 7,423 4.0 4,864 5.1 2,559 2.9

T 分 類 不 能 の 産 業 5,279 2.9 2,803 2.9 2,476 2.8

3,011 1.6 2,069 2.2 942 1.1

31,003 16.8 24,477 25.7 6,526 7.3

145,240 78.7 65,852 69.2 79,388 88.9

第 １ 次 産 業 （ A ～ B ）

第 ２ 次 産 業 （ C ～ E ）

第 ３ 次 産 業 （ F ～ S ）

１）四捨五入していることから、合計が100にならない場合がある。

産業（大分類） 総数 男 女

総 数

(再掲)
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図 28 産業（大分類）別就業者の構成比（男女別） 

 

 

男 女 
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（2）合併地域の産業別就業者 

「医療,福祉」の就業者は全地域で高い割合を占める 

産業（大分類）別 15歳以上就業者について合併地域別にみると、「医療,福祉」の割合は伊王島町以

外の旧市町で最も高く、旧伊王島町においても 2 番目に高い割合となっている。旧伊王島町では「宿

泊業，飲食サービス業」の割合が最も高くなっている。 

表 32 産業（大分類）別 15歳以上就業者－合併地域 

 

 

 

 

 

 

 

長崎市全体 旧長崎市 旧香焼町 旧伊王島町 旧高島町 旧野母崎町 旧三和町 旧琴海町 旧外海町

184,533 170,048 1,415 225 123 1,908 3,834 5,666 1,314

A 農 業 、 林 業 2,207 1,579 8 - 12 48 125 384 51

B 漁 業 804 562 1 11 6 119 34 62 9

C 鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 40 29 - - - - 4 6 1

D 建 設 業 14,337 12,669 189 11 6 229 355 695 183

E 製 造 業 16,626 14,817 242 18 1 295 489 632 132

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 993 949 6 1 - 7 10 15 5

G 情 報 通 信 業 3,330 3,232 15 2 - 6 36 34 5

H 運 輸 業 、 郵 便 業 8,457 7,706 78 10 9 97 227 273 57

I 卸 売 業 、 小 売 業 29,499 27,524 179 18 10 272 513 835 148

J 金 融 業 、 保 険 業 6,755 6,530 21 - 1 31 92 70 10

K 不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 3,691 3,575 13 - - 16 30 46 11

L 学術研究、専門・技術サービス業 7,302 7,008 48 4 - 16 113 98 15

M 宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業 12,042 11,314 93 46 6 96 165 265 57

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 6,507 6,016 42 5 11 53 107 223 50

O 教 育 、 学 習 支 援 業 9,691 9,206 37 3 17 44 149 184 51

P 医 療 、 福 祉 35,621 32,597 264 41 18 366 889 1,092 354

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,218 1,089 5 2 3 17 33 48 21

R サービス業(他に分類されないもの) 12,711 11,728 89 25 14 127 271 362 95

S 公務(他に分類されるものを除く) 7,423 7,194 24 11 3 25 67 75 24

T 分 類 不 能 の 産 業 5,279 4,724 61 17 6 44 125 267 35

3,011 2,141 9 11 18 167 159 446 60

31,003 27,515 431 29 7 524 848 1,333 316

145,240 135,668 914 168 92 1,173 2,702 3,620 903

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

A 農 業 、 林 業 1.2 0.9 0.6 - 9.8 2.5 3.3 6.8 3.9

B 漁 業 0.4 0.3 0.1 4.9 4.9 6.2 0.9 1.1 0.7

C 鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 0.0 0.0 - - - - 0.1 0.1 0.1

D 建 設 業 7.8 7.5 13.4 4.9 4.9 12.0 9.3 12.3 13.9

E 製 造 業 9.0 8.7 17.1 8.0 0.8 15.5 12.8 11.2 10.0

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 0.5 0.6 0.4 0.4 - 0.4 0.3 0.3 0.4

G 情 報 通 信 業 1.8 1.9 1.1 0.9 - 0.3 0.9 0.6 0.4

H 運 輸 業 、 郵 便 業 4.6 4.5 5.5 4.4 7.3 5.1 5.9 4.8 4.3

I 卸 売 業 、 小 売 業 16.0 16.2 12.7 8.0 8.1 14.3 13.4 14.7 11.3

J 金 融 業 、 保 険 業 3.7 3.8 1.5 - 0.8 1.6 2.4 1.2 0.8

K 不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 2.0 2.1 0.9 - - 0.8 0.8 0.8 0.8

L 学術研究、専門・技術サービス業 4.0 4.1 3.4 1.8 - 0.8 2.9 1.7 1.1

M 宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業 6.5 6.7 6.6 20.4 4.9 5.0 4.3 4.7 4.3

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 3.5 3.5 3.0 2.2 8.9 2.8 2.8 3.9 3.8

O 教 育 、 学 習 支 援 業 5.3 5.4 2.6 1.3 13.8 2.3 3.9 3.2 3.9

P 医 療 、 福 祉 19.3 19.2 18.7 18.2 14.6 19.2 23.2 19.3 26.9

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 0.7 0.6 0.4 0.9 2.4 0.9 0.9 0.8 1.6

R サービス業(他に分類されないもの) 6.9 6.9 6.3 11.1 11.4 6.7 7.1 6.4 7.2

S 公務(他に分類されるものを除く) 4.0 4.2 1.7 4.9 2.4 1.3 1.7 1.3 1.8

１） T 分 類 不 能 の 産 業 2.9 2.8 4.3 7.6 4.9 2.3 3.3 4.7 2.7

1.6 1.3 0.6 4.9 14.6 8.8 4.1 7.9 4.6

16.8 16.2 30.5 12.9 5.7 27.5 22.1 23.5 24.0

78.7 79.8 64.6 74.7 74.8 61.5 70.5 63.9 68.7

１）四捨五入していることから、合計が100にならない場合がある。

総 数

(再掲)

第 １ 次 産 業 （ A ～ B ）

第 ２ 次 産 業 （ C ～ E ）

第 ３ 次 産 業 （ F ～ S ）

構

　

成

　

比

　

（

%

）

産業（大分類）

総 数

(再掲)

第 １ 次 産 業 （ A ～ B ）

第 ２ 次 産 業 （ C ～ E ）

第 ３ 次 産 業 （ F ～ S ）

実

　

　

数

　

（

人

）
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（3）産業別就業者の年齢構成 

第１次産業では 65歳以上が就業者数の 48.5％を占める 

産業別就業者の年齢別割合をみると、第１次産業では 65 歳以上が 48.5％と就業者の高齢化が顕著と

なっている。 

第２次産業では 45～49歳が 13.5％で最も多く、次いで 40～44歳が 11.0％となっている。 

第３次産業では 45～49歳が 12.1％で最も多く、次いで 55～59歳が 11.3％となっている。 

表 33 産業（大分類）別就業者の年齢（５歳階級）別割合 

 図 29 産業（３部門）別就業者の年齢（5歳階級）別割合 

 

 

総数
15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85～

89歳

90～

94歳

95歳

以上

100.0 1.3 5.8 6.9 7.7 8.8 10.1 12.2 11.0 11.0 10.0 7.6 5.0 1.7 0.7 0.3 0.1 0.0

A 農 業 、 林 業 100.0 0.5 1.3 1.9 2.4 3.3 4.5 5.6 6.4 8.7 10.7 15.4 17.1 9.6 8.7 3.5 0.5 0.0

B 漁 業 100.0 1.6 5.1 3.6 4.7 5.2 5.0 8.0 9.0 12.3 13.9 12.9 11.3 4.6 2.1 0.5 0.1 0.0

C 鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 100.0 0.0 0.0 5.0 0.0 5.0 10.0 25.0 15.0 17.5 10.0 7.5 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

D 建 設 業 100.0 1.1 4.6 5.7 6.6 8.2 10.2 13.1 10.3 10.6 11.5 10.0 6.0 1.5 0.4 0.2 0.0 0.0

E 製 造 業 100.0 0.9 4.4 7.5 9.8 10.3 11.7 13.8 11.1 10.2 8.7 6.2 3.6 1.1 0.3 0.2 0.0 0.0

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 100.0 1.6 4.3 9.4 9.8 6.2 10.7 15.7 14.3 16.0 7.9 2.8 0.8 0.3 0.1 0.1 0.0 0.0

G 情 報 通 信 業 100.0 0.6 7.2 9.5 10.8 12.3 11.6 13.2 13.7 11.6 6.5 2.0 0.9 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0

H 運 輸 業 、 郵 便 業 100.0 0.5 3.1 4.6 6.0 7.0 9.2 12.1 12.5 13.3 13.3 10.7 6.4 1.0 0.2 0.0 0.0 0.0

I 卸 売 業 、 小 売 業 100.0 1.7 6.3 5.8 7.0 8.9 10.1 11.9 11.0 10.8 10.5 7.7 5.2 1.9 0.8 0.3 0.0 0.0

J 金 融 業 、 保 険 業 100.0 0.4 5.2 10.3 10.2 11.3 10.5 15.3 13.8 11.5 6.8 2.5 1.6 0.4 0.1 0.0 0.0 0.0

K 不 動 産 業 、 物 品 賃 貸 業 100.0 0.2 3.1 4.1 5.3 6.2 7.0 8.1 8.8 9.5 12.4 14.6 10.9 5.2 2.5 1.7 0.5 0.1

L 学術研究、専門・技術サービス業 100.0 0.7 4.1 6.7 8.4 9.1 10.3 14.3 11.4 11.7 10.2 6.9 4.5 1.1 0.5 0.2 0.1 0.0

M 宿 泊 業 、 飲 食 サ ー ビ ス 業 100.0 5.3 13.2 4.9 5.5 7.3 8.2 9.6 8.7 8.7 8.9 9.5 7.2 2.1 0.5 0.2 0.1 0.0

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 100.0 1.3 8.1 6.9 7.3 9.3 9.0 9.8 9.0 10.4 9.0 7.5 6.8 3.5 1.8 0.4 0.1 0.0

O 教 育 、 学 習 支 援 業 100.0 1.3 6.1 6.6 7.0 8.0 9.4 12.7 13.9 14.3 10.9 5.2 3.0 1.2 0.4 0.2 0.0 0.0

P 医 療 、 福 祉 100.0 0.5 5.3 8.5 9.1 10.4 11.9 11.9 10.4 11.1 9.4 6.6 3.5 0.9 0.3 0.1 0.0 0.0

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 100.0 0.9 6.4 6.0 7.4 8.5 12.9 17.0 14.4 12.2 9.8 3.0 1.3 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0

R サービス業(他に分類されないもの) 100.0 0.7 4.7 6.2 6.4 7.7 8.9 11.0 10.1 11.5 12.1 10.8 7.0 2.0 0.5 0.1 0.0 0.0

S 公務(他に分類されるものを除く) 100.0 0.9 6.3 10.0 9.6 7.4 10.5 16.7 14.8 12.3 7.7 2.8 0.7 0.3 0.1 0.0 0.0 0.0

T 分 類 不 能 の 産 業 100.0 1.9 6.8 6.6 5.9 6.3 7.1 9.1 8.3 8.0 8.2 11.2 9.6 5.6 3.6 1.5 0.4 0.0

100.0 0.8 2.3 2.3 3.1 3.8 4.6 6.2 7.1 9.7 11.6 14.7 15.6 8.2 6.9 2.7 0.4 0.0

100.0 1.0 4.5 6.7 8.3 9.3 11.0 13.5 10.7 10.4 10.0 8.0 4.7 1.3 0.4 0.2 0.0 0.0

100.0 1.3 6.1 7.0 7.7 8.9 10.2 12.1 11.2 11.3 10.0 7.3 4.7 1.5 0.5 0.2 0.0 0.0

注）四捨五入していることから、合計が100にならない場合がある。

（単位：%）

産業（大分類）

総 数

（再掲）

第 １ 次 産 業 （ A ～ B ）

第 ２ 次 産 業 （ C ～ E ）

第 ３ 次 産 業 （ F ～ S ）
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従業上の地位 

雇用者のうち、男女ともに「正規の職員・従業員」が多く男性は 8割超、女性は 5割越 

15 歳以上就業者（184,533 人）について、従業上の地位別の割合をみると、「雇用者」が 15 歳以上

就業者の 84.1％を占めている。 

雇用者の内訳をみると、「正規の職員・従業員」が雇用者の 65.4％、「労働者派遣事業所の派遣社員」

が 2.2％，「パート・アルバイト・その他」が 32.4％となっている。 

男女別にみると、男性は「正規の職員・従業員」が男性雇用者の 80.9％と最も高く、女性も「正規

の職員・従業員」が女性雇用者の 50.5％と最も高くなっている。 

 

表 34 従業上の地位、男女別 15歳以上就業者数 

 
 

図 30 従業上の地位、男女別 15歳以上就業者数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男 女 男 女

人 人 人 % % %

184,533 95,201 89,332 100.0 100.0 100.0

152,033 74,347 77,686 84.1 79.9 88.5

9,206 6,710 2,496 5.1 7.2 2.8

15,107 11,245 3,862 8.4 12.1 4.4

雇人のある業主 4,054 3,211 843 2.2 3.5 1.0

雇人のない業主 11,053 8,034 3,019 6.1 8.6 3.4

4,332 750 3,582 2.4 0.8 4.1

120 11 109 0.1 0.0 0.1

3,735 2,138 1,597 - - -

実数 割合

総数 総数

不 詳

従業上の地位

総 数

雇 用 者

役 員

自 営 業 者

家 族 従 業 者

家 庭 内 職 者

注）表中の総数には従業上の地位「不詳」を含むが、割合の算出に当たっては総数から従業上の地位「不詳」を除外している。
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表 35 従業上の地位、男女別 15歳以上雇用者数 

 

図 31 従業上の地位、男女別 15歳以上雇用者数の割合 

男 女 男 女

人 人 人 % % %

152,033 74,347 77,686 100 100 100

正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 99,407 60,169 39,238 65.4 80.9 50.5

労働者派遣事業所の派遣社員 3,320 1,363 1,957 2.2 1.8 2.5

パート・アルバイト・その他 49,306 12,815 36,491 32.4 17.2 47.0

雇　用　者

１）四捨五入していることから、合計が100にならない場合がある。

実数 割合　１）

総数 総数
従業上の地位


